
平成28年１2月22日

歳  出

依存
財
源
52
.8%

自主
財
源
47.2%

市債
26 億 9,500 万円
（6.9%）

その他（依存財源）
25 億 9,928 万円
（6.7%）

市税
131億2,178万円
（33.8%）

民生費
111億3,156万円
（29.5%）

その他
1億 4,252 万円
（0.3%）

議会費
2億 9,420 万円
（0.8%）

消防費
12 億 6,521 万円
（3.4%）

商工費
14 億 4,221 万円
（3.8%）

公債費
54 億 1,072 万円
（14.3%）

総務費
46 億 4,419 万円
（12.3%）

土木費
44 億 875 万円
（11.7%）

教育費
41 億 3,229 万円
（11.0%）

衛生費
25 億 8,296 万円
（6.8%）

農林水産業費
23 億 880 万円
（6.1%）

使用料及び手数料
8億 7,292 万円
（2.3%）

財産収入
8億 4,949 万円
（2.2%）

繰入金
7億 8,440 万円
（2.0%）

寄附金
6億 1,424 万円
（1.6%）

分担金及び負担金
2億 3,973 万円
（0.6%）

その他（自主財源）
18 億 1,197 万円
（4.7%）

地方交付税
66 億 7,785 万円
（17.2%）

国庫支出金
55 億 1,160 万円
（14.2%）

県支出金
30 億 2,169 万円
（7.8%）

歳入
387 億
9,995 万円

歳出
377 億
6,341 万円

歳  入 　

平
成
27
年
度(
27
年
４
月
１
日
～
28
年
３
月
31
日)

の
市
の

決
算
は
、
12
月
の
市
議
会
通
常
会
議
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　

市
総
合
計
画
に
定
め
ら
れ
た
６
つ
の
政
策
の
基
本
目
標
に

基
づ
き
、
政
策
推
進
の
重
点
分
野
を
定
め
て
事
業
を
行
い
ま

し
た
。

固定資産税 66億8,814万円
市民税 53億5,918万円
市たばこ税 8億3,349万円
軽自動車税 2億2,801万円
入湯税 1,199万円
その他 97万円

市税の内訳

  

一 

般 

会 

計

決
　
算

27 年度

タ
ー
の
完
成
に
伴
っ
て
建
設
費

負
担
金
が
減
少
し
た
こ
と
な
ど

に
よ
り
11
億
９
千
万
円(

31
・

５
％)

減
り
25
億
８
千
万
円
と

な
っ
た
一
方
、
民
生
費
は
国
民
健

康
保
険
特
別
会
計
へ
の
繰
出
金

が
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り

４
億
８
千
万
円(

４
・
５
％)

増
え

１
１
１
億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　
な
お
、
歳
入
と
歳
出
の
差
引
残

高
10
億
３
６
５
４
万
円
は
翌
年
度

に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　
歳
入
は
３
８
７
億
９
９
９
５
万

円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

17
億
３
千
万
円(

４
・
３
％)

減
り

ま
し
た
。

　
主
な
内
訳
は
、
地
方
交
付
税

が
震
災
復
興
特
別
交
付
税
の
減

少
な
ど
に
よ
り
14
億
９
千
万
円

(

18
・
２
％)

減
り
66
億
８
千
万
円

と
な
っ
た
一
方
、
国
庫
支
出
金
が

臨
時
福
祉
給
付
金
の
増
加
な
ど
に

よ
り
４
億
７
千
万
円(

９
・
４
％)

増
え
55
億
１
千
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　
歳
出
は
３
７
７
億
６
３
４
１
万

円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て

17
億
６
千
万
円(

４
・
５
％)

減
り

ま
し
た
。

　
主
な
内
訳
は
、
衛
生
費
が
岩

手
中
部
広
域
行
政
組
合
が
整
備

し
た
岩
手
中
部
ク
リ
ー
ン
セ
ン

自主財源182億9,453万円
依存財源205億    542万円

依存
財
源
52
.8%

自主
財
源
47.2%

市債
26 億 9,500 万円
（6.9%）

その他（依存財源）
25 億 9,928 万円
（6.7%）

市税
131億2,178万円
（33.8%）

民生費
111億3,156万円
（29.5%）

その他
1億 4,252 万円
（0.3%）

議会費
2億 9,420 万円
（0.8%）

消防費
12 億 6,521 万円
（3.4%）

商工費
14 億 4,221 万円
（3.8%）

公債費
54 億 1,072 万円
（14.3%）

総務費
46 億 4,419 万円
（12.3%）

土木費
44 億 875 万円
（11.7%）

教育費
41 億 3,229 万円
（11.0%）

衛生費
25 億 8,296 万円
（6.8%）

農林水産業費
23 億 880 万円
（6.1%）

使用料及び手数料
8億 7,292 万円
（2.3%）

財産収入
8億 4,949 万円
（2.2%）

繰入金
7億 8,440 万円
（2.0%）

寄附金
6億 1,424 万円
（1.6%）

分担金及び負担金
2億 3,973 万円
（0.6%）

その他（自主財源）
18 億 1,197 万円
（4.7%）

地方交付税
66 億 7,785 万円
（17.2%）

国庫支出金
55 億 1,160 万円
（14.2%）

県支出金
30 億 2,169 万円
（7.8%）

歳入
387 億
9,995 万円

歳出
377 億
6,341 万円

一般会計と
９つの特別会計の決算総額

 歳入   586億1,110万円
 歳出   573億8,587万円   

市民一人当たり  約 61万円 の支出
(平成28年3月31日現在：人口93,457人)

－ 6－



第620号

本庁舎太陽光パネル・蓄電池新設事業
   　　　　　　　　　　　　6,050万円

■美しい環境と心を守り育てる  
　まちづくり

■市民が主役となり企業や
　行政と協働するまちづくり

地域づくり交付金　　　　   3,763万円

■生きる力を育み、文化が
　躍動するまちづくり

北上陸上競技場観覧席改修事業
　　　　　　　　　　    ２億4,002万円

特
別
会
計

歳　入 歳　出 差　引

国 民 健 康 保 険 93億6,030万円 93億   890万円 5,140万円

後 期 高 齢 者 医 療 14億2,286万円 14億2,094万円 192万円

介 護 保 険 71億9,419万円 71億9,365万円 54万円

工 業 団 地 事 業 4億   134万円 4億   125万円 9万円

農 業 集 落 排 水 事 業 8億1,252万円 8億1,235万円 17万円

駐 車 場 事 業 2億8,050万円 2億8,050万円 －

宅 地 造 成 事 業 517万円 369万円 148万円

電 気 事 業 3億2,379万円 1億9,070万円 1億3,309万円

土 地 取 得 1,048万円 1,048万円 －

合　　計 198億1,115万円 196億2,246万円 １億8,869万円

一 般 会 計 387億9,995万円 377億6,341万円 10億3,654万円

合　　計 586億1,110万円 573億8,587万円 12億2,523万円

各会計決算額
　

９
つ
の
特
別
会
計
の
合
計
は
歳

入
が
１
９
８
億
１
１
１
５
万
円
、

歳
出
が
１
９
６
億
２
２
４
６
万
円

と
な
り
ま
し
た
。

特 

別 

会 

計

■子育てと医療・福祉の充実し    
た明るく健やかなまちづくり

小規模保育施設設置促進事業費補助金
　　　　　　　　　　　　    3,569万円

■誰もが快適に暮らし続け
　られるまちづくり

九年橋歩道橋新設事業   ２億9,437万円 北上市企業立地促進補助金           ６億円

■ひと、技、資源を組合せ
     活気うまれるまちづくり

政 策 推 進 の 重 点 分 野

■
用
語
の
解
説

・
地
方
交
付
税
…
市
町
村
の
財
政

　

力
に
応
じ
て
、
国
か
ら
交
付
さ

　

れ
る
お
金

・
国
庫
・
県
支
出
金
…
国
・
県
が

　

市
に
対
し
て
、
特
定
の
事
業
に

　

使
い
道
を
指
定
し
て
交
付
す
る

　

お
金

・
市
債
…
市
が
事
業
を
行
う
た
め

　

に
計
画
的
に
借
り
る
お
金

主な債務残高の推移　　　　　　　　　　  
地方債現在高

(普通会計)
企業債現在高

(企業会計)
一部事務組合等に
対する将来負担額 合計

26年度 397億円 330億円 ７億円 734億円

27年度 374億円 311億円 10億円 695億円

比較(増減) ▲23億円 ▲19億円 ３億円 ▲39億円

・
繰
入
金
…
基
金
や
他
の
会
計
か

　

ら
繰
り
入
れ
た
お
金

・
自
主
財
源
…
市
が
自
ら
の
機
能

　

で
調
達
し
た
お
金

・
依
存
財
源
…
国
や
県
の
権
限
・

　

基
準
に
よ
っ
て
交
付
さ
れ
る
お

　

金
・
公
債
費
…
市
債
を
返
済
す
る
た

　

め
の
お
金

 

問
い
合
わ
せ

　 

財
政
課
　
☎
72

－

８
２
４
９
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平成28年１2月22日

■健全化判断比率

実質赤字比率
(一般会計等の

赤字の割合)

連結実質赤字
比率

(全会計の　
赤字の割合)

実質公債費比率
(借金の返済額

の割合)

将来負担比率
(将来負担する

負債の割合)

26年度 － － 16.6％ 106.8％

27年度 － － 16.1％ 108.5％

早期健全化基準 12.32％ 17.32％ 25.0％ 350.0％

財政再生基準 20.00％ 35.00％ 35.0％

　
地
方
自
治
体
の
財
政
の
健
全
度

を
示
す
４
つ
の
指
標
に
つ
い
て
、

市
の
数
値
は
い
ず
れ
も
国
の
基
準

を
下
回
っ
て
お
り
、
健
全
な
状
態

で
す
。
な
お
、
公
営
企
業
会
計
に

お
け
る
資
金
不
足
比
率
は
算
定
さ

れ
て
お
ら
ず
、
各
公
営
企
業
の
経

営
も
良
好
な
状
態
で
す
。

　
こ
れ
ら
の
算
定
さ
れ
た
数
値
に

基
づ
き
、
市
と
市
が
関
与
す
る
団

体
の
財
政
お
よ
び
経
営
状
況
に
注

意
し
、
数
値
の
減
少
に
つ
な
が
る

対
策
を
行
っ
て
い
き
ま
す
。

健
全
化
判
断
比
率
・

　
資
金
不
足
比
率

　
　
を
公
表
し
ま
す

27年度健全化判断比率・資金不足比率の対象

一部事務組合・広域連合

地方公社・第３セクターなど

実
質
赤
字
比
率連 

結 

実 

質 

赤 

字 

比 

率

実 

質 

公 

債 

費 

比 

率

将 

来 

負 

担 

比 

率資 

金 

不 

足 

比 

率

※
資
金
不
足
比
率
は
公
営
企
業

ご
と
に
算
定
し
ま
す

一般会計
普
通
会
計

特
別
会
計

土地取得

国民健康保険

公
営
事
業
会
計

後期高齢者医療

介護保険

駐車場

下水道
公
営
企
業
会
計

農業集落排水

工業団地

宅地造成

電気

行政区域内人口 93,457人
処理区域内人口 62,220人
水洗便所設置済人口 55,783人
処理件数 25,002件
総処理水量 7,565,668㎥
総有収水量 6,091,840㎥
普及率 66.6％
水洗化率 89.7％
有収率 80.5％

27年度の流域下水道関連(公共下水道)

　
問
い
合
わ
せ

　
　
下
水
道
課

　
　
　
　
　
☎
72

－

８
２
９
１

下
水
道
事
業
会
計

収入額 25 億 2,443 万円（税抜）排
水
を
処
理
す
る
事
業
費

施
設
を
整
備
す
る
事
業
費

支出額 22 億 6,784 万円（税抜）

収入額 8億 1,048 万円（税込）

国庫補助金 5,915 万円 受益者負担金 2,897 万円

支出額 18 億 4,966 万円（税込）

企業債償還金　15 億 7,652 万円

下水道使用料　12 億 7,628 万円

人件費、
維持管理費など
2億 8,867 万円

流域下水道
維持管理負担金
5億 4,655 万円

企業債等支払利息
4億 1,179 万円

企業債
4億 1,830 万円

一般会計出資金
3億 406 万円

補てん財源
（損益勘定留保資金など）　10 億 3,918 万円

減価償却費
10 億 2,083 万円

純利益　2億 5,659 万円

一般会計補助金　9億 7,896 万円

長期前受金戻入　2億 2,963 万円
一般会計負担金など　3,956 万円

人件費など　1,459 万円
管きょ建設費など　1億 8,113 万円

流域下水道施設建設負担金　2,742 万円 他会計長期借入金償還金　5,000 万円

　
下
水
道
事
業
会
計
に
は
、
排
水

を
処
理
す
る
事
業
費
と
施
設
を
整

備
す
る
事
業
費
が
あ
り
ま
す
。

　
排
水
を
処
理
す
る
事
業
は
、

２
億
５
６
５
９
万
円
の
純
利
益
を

計
上
し
ま
し
た
が
、
収
入
に
占
め

る
一
般
会
計
補
助
金
な
ど
の
割
合

が
大
き
く
、
依
然
と
し
て
厳
し
い

経
営
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

　
施
設
を
整
備
す
る
事
業
で
は
、

新
た
に
排
水
管
を
村
崎
野
地
区
と

町
分
地
区
に
１
３
９
８
・
５
ｍ
敷

設
し
ま
し
た
。

　
公
共
下
水
道
を
利
用
で
き
る
地

域
に
お
住
ま
い
で
、
公
共
下
水
道

を
利
用
し
て
い
な
い
人
は
、
速
や

か
に
水
洗
ト
イ
レ
に
切
り
替
え
工

事
を
行
っ
て
く
だ
さ
い(

下
水
道

法
で
は
、
公
共
下
水
道
が
使
用
で

き
る
よ
う
に
な
っ
て
か
ら
３
年
以

内
に
公
共
下
水
道
に
連
結
す
る
水

洗
ト
イ
レ
に
改
造
す
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す)

。

　
ま
た
、
公
共
下
水
道
に
は
絶
対

に
雨
水
を
流
さ
な
い
よ
う
に
お
願

い
し
ま
す
。
公
共
下
水
道
に
雨
水

が
流
れ
込
む
と
、
処
理
能
力
を
超

え
て
溢
れ
た
り
、
処
理
費
用
が
増

大
し
ま
す
。
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